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Ⅰ.調査概要 

調査対象 （一社）全日本漁港建設協会正会員 631社 

調査方式 
Web回答（Google フォーム）・調査票回答（メー

ル・FAX）併用 

実施期間 令和 5年 8月 29日～10 月 10日 

有効回答数 244件（回答率：38.7％） 

調査項目 別添アンケート調査票参照 
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Ⅱ.調査結果の概要 

直近の関心事項について 

当協会会員の関心事項は、安定的な事業の確保が 84％と圧倒的に高く、次いで担

い手確保・育成対策（61％）、さらに 2024年問題を前に休日確保などの働き方改革

（37％）の順となっている。 

2024 年問題への対応について 

現状４週８休以上の休日が確保できていない（「４週６休以上４週８休未満を実施

している」「いずれも実施していない」と回答した）会員は約１/４あり、早急な対

応が必要なことが明らかとなった。これに対し、多くの会員で、現場支援体制の強

化や業務の一部アウトソーシングを進めている。その一方で発注者に対しては、労

務単価等経費率の補正や適正な工期の設定を求める声が多かった。 

生産性の向上（ＩＣＴ活用工事）について 

当協会の会員によるＩＣＴ活用工事の実績は 54％しかなく、きわめて遅れている

実情が明らかとなった。今後、ＩＣＴ工事を導入していくためには、共通仮設費や

損料等の経費計上やＩＣＴ関連機器のリース環境の充実を望む声が多かった。 

入札・契約について 

入札・契約に関して改善が求められている課題として、「実態に応じた適正な積算

及び変更」が 63％と圧倒的に多く、次いで「実態に合った単価・歩掛の採用」

（48％）、「設計書と現場条件の不一致の是正」（33％）となった。このうち、設計積

算と施工実態との乖離問題における深刻な課題としては、「小規模工事の積算が実態

に合わない」が 74％と最も多く、次いで「重機や作業船などの拘束費が認めてもら

えない」（57％）、「実態に即した回航費が認めてもらえない」（36％）が多く挙げら

れた。 

担い手確保について 

担い手確保の状況について、「十分確保できている」と答えた会員は 3％にとどま

る一方で、「不足している」と答えた会員は 60％に上り、深刻な担い手不足の現状

が改めて明らかとなった。この現状に対して考えられている理由として、「建設業の

業務内容や魅力が理解されていない」が 77％と最も多く、次いで「３Ｋ（危険・き

つい・汚い）など悪いイメージが強い」（60％）、「計画的な休日確保ができない、残

業が多い」（45％）となっており、必要な対策が求められる。 
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藻場・干潟など海辺の環境保全活動について 

水産資源にとって重要な藻場・干潟の保全活動については、約 2割の会員が何ら

かの形で既に取り組んでおり、さらに、48％の会員において今後取り組みたいとの

考えが示された。今後取り組みたい活動内容としては、「地域貢献活動（ボランティ

ア）として」が 67％と最も多く、次いで「水産多面的機能発揮対策事業（水産庁補

助事業）などの活動組織として」が 35％、さらに、「カーボンオフセットクレジッ

トなどの一環として」と回答した会員も 30％あった。 

海業について 

水産庁が取り組みを推進している海業について、「既に取り組んでいる」と答えた

会員は 3％とまだまだ少なく、「今後取り組みたいと考えている」と答えた会員も

22％と低調であった。その主な理由としては、そもそも「人材・人手不足」が 69％

と最も多く、次いで「取り組みたい分野の技術や経営ノウハウがない」（65％）、「資

金調達が難しい」（46％）となった。 

技術開発・導入について 

最後に、漁港建設にかかる技術開発・導入に関して最も関心の高いテーマは、「生

産性向上のためのＩＣＴ導入」（72％）で、次いで「効率的な国土強靭化対策技術

（維持補修技術含む）」（59％）、「プレキャスト化にかかる技術」（36％）となった。

2024年問題を目前に、生産性・効率性向上のための技術に関心が集まる結果となっ

た。 
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Ⅲ.調査結果 

１．直近において関心のある課題について 

（１）あなたの会社（支店・営業所）において最も関心のある課題は何です

か。以下の選択肢から３つまでお選びください。 

最も関心のある課題について、「安定的な事業量（予算）の確保」が 84.2％と最

も多く、次いで「担い手確保・育成対策（処遇改善、新３Ｋへの改革など）」が

61.3％、「休日確保など働き方改革への対応（2024年問題含む）」が 37.1％となっ

ている。 

 

 

  

① 安定的な事業量（予算）の確保

②
中長期的な漁港整備の方向性の明

示（個別事業計画の公表など）

③
休日確保など働き方改革への対応

（2024年問題含む）

④
ＩＣＴの導入などによる生産性の

向上

⑤
最近の資材単価の高騰問題への対

応

⑥
設計・積算と実態との乖離問題の

解消（⑤を除く）

⑦
担い手確保・育成対策（処遇改

善、新３Ｋへの改革など）

⑧
緊急災害対応など地域の守り手と

しての活動

⑨ 藻場再生に向けた取り組み

⑩
環境配慮などＥＳＧへの対応（⑨

を除く）

⑪
海業など他の事業分野への進出並

びに協力

⑫ その他

202
(84.2%)

68
(28.3%)

89
(37.1%)

51
(21.3%)

57
(23.8%)

63
(26.3%)

147
(61.3%)

4
(1.7%)

10
(4.2%)

0
(0%)

4
(1.7%)

2
(0.8%)

0 50 100 150 200 250

回答数=240

(複数回答可)
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２．2024 年問題への対応について 

（１）あなたの会社（現場事務所）における休日確保対応について、以下の

選択肢からお選びください。 

休日確保の対応状況について、「４週８休を実施している」が 35.7％と最も多

く、次いで「完全週休２日（土日）を実施している」が 25.8％、「４週６休以上

４週８休未満を実施している」が 23.8％となっている。 

 

 

【参考】漁港建設業の担い手確保・育成に関するアンケート調査（経営者・管理者） 

（令和 4 年度調査） 

あなたの会社（現場事務所）における休日確保対応について 

 

 

  

① 完全週休２日（土

日）を実施している

63 (25.8%)

② 週休２日を実施している

34 (13.9%)③ ４週８休を実施している

87 (35.7%)

④ ４週６休以上４

週８休未満を実施

している

58 (23.8%)

⑤ いずれも実施し

ていない

2 (0.8%)

回答数=244
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＜（１）で「④ ４週６休以上４週８休未満を実施している」「⑤ いずれも実施していない」とお答えの方＞ 

（２）2024年 4月から適用される罰則付き時間外労働の上限規制に向けて、

４週８休の対応は可能ですか。以下の選択肢からお選びください。 

４週８休について、「国の方針に沿って対応する」が 56.7％と最も多く、次いで

「現状難しいが何らかの支援措置があれば対応できる」が 40％となっている。 

 

 

【参考】漁港建設業の担い手確保・育成に関するアンケート調査（経営者・管理者） 

（令和 4 年度調査） 

2024 年 4 月から適用される罰則付き時間外労働時間の上限規制に向けて、４週８休の対応

は可能ですか（※「4週 6 休以上 4 週 8 休未満を実施」「いずれも実施していない」の回答

者のみ） 

 
 

  

① 国の方針に沿って

対応する

34 (56.7%)

② 現状難しいが何らかの支援

措置があれば対応できる

24 (40%)

③ 対応は難しそう

2 (3.3%)

回答数=60
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＜（２）で「① 国の方針に沿って対応する」とお答えの方＞ 

（３）どのような対応をお考えでしょうか。以下の選択肢から３つまでお選

びください。 

考えている対応として、「現場支援体制の強化」が 85.3％と最も多く、次いで

「人員の増員」が 52.9％、「ＤＸ・ＩＣＴ化の推進」が 50％となっている。 

 

 

  

① ＤＸ・ＩＣＴ化の推進

② プレキャスト化の推進

③
書類作成関係など業務の一部アウ

トソーシング

④ 人員の増員

⑤ 現場支援体制の強化

⑥
在宅勤務の導入など就業制度の見

直し

⑦ 受注の抑制

⑧ その他

17
(50%)

5
(14.7%)

15
(44.1%)

18
(52.9%)

29
(85.3%)

2
(5.9%)

4
(11.8%)

0
(0%)

0 5 10 15 20 25 30 35

回答数=34

(複数回答可)
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＜（２）で「② 現状難しいが何らかの支援措置があれば対応できる」とお答えの方＞ 

（４）どのような支援措置があれば対応できそうですか。以下の選択肢から

３つまでお選びください。 

求める支援措置として、「４週８休に向けた労務単価など経費率の補正」が 75％

と最も多く、次いで「ゆとりある工期設定」が 70.8％、「工期の延長など柔軟な

設計変更」が 54.2％となっている。 

 

 

【参考】漁港建設業の担い手確保・育成に関するアンケート調査（経営者・管理者） 

（令和４年度調査） 

４週８休に対して「現状難しいが何らかの支援措置があれば対応できる」と答えた方は、ど

のような措置があれば対応できそうですか（３つまで回答可）（※「4 週 6 休以上 4 週 8 休

未満を実施」「いずれも実施していない」の回答者のみ） 

 
 

  

① ゆとりある工期設定

② 施工時期の平準化

③
４週８休に向けた労務単価など経

費率の補正

④
ＩＣＴの導入やプレキャスト化の

推進など生産性の向上支援

⑤
提出資料や遠隔臨場など検査の簡

素化

⑥ 工期の延長など柔軟な設計変更

⑦ その他

17
(70.8%)

10
(41.7%)

18
(75%)

2
(8.3%)

7
(29.2%)

13
(54.2%)

1
(4.2%)

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

回答数=24

(複数回答可)
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＜（２）で「③ 対応は難しそう」とお答えの方＞ 

（５）対応が難しそうな理由はなんですか。以下の選択肢から３つまでお選

びください。 

対応が難しそうな理由として、「人手が足りない」が 100％と最も多い。 

 

  

① 人手が足りない

②
工事が波浪など気象海象に左右さ

れる（荒天日の影響）

③
漁業活動との調整により工期が確

保できない

④
協力会社などとの工程調整ができ

ない

⑤ 協力会社が休みをとらない

⑥
入札後の現地調整など（設計書と現

場条件の不一致）による着工の遅れ

⑦ 作業員（日雇い）の給与への影響

⑧ その他

2
(100%)

1
(50%)

1
(50%)

0
(0%)

0
(0%)

1
(50%)

1
(50%)

0
(0%)

0 0.5 1 1.5 2 2.5

回答数=2

(複数回答可)
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３．生産性の向上（ＩＣＴ活用工事）について 

（１）あなたの会社（支店・営業所）において、海上工事（港湾・漁港・漁

場・海岸保全工事など）及び検査・点検などでＩＣＴを活用した実績はあり

ますか。 

ＩＣＴを活用した実績について、回答者の 54.1％が「活用した実績はある」とな

っている。 

 

 

＜（１）で「① 活用した実績はある」とお答えの方＞ 

（２）どの行為において活用しましたか。以下の選択肢から当てはまるもの

全てお選びください。 

ＩＣＴを活用した行為として、「出来形管理（電子黒板、ナローマルチビームな

ど）」が 87.1％と最も多く、次いで「測量（ＵＡＶレーザースキャナー、ナロー

マルチビームなど）」が 84.1％、「施工管理（ＩＣＴ建機、トランスポンダー、サ

イドスキャンソナーなど）」が 64.4％となっている。 

 

①
測量（ＵＡＶレーザースキャ

ナー、ナローマルチビームなど）

②
施工管理（ＩＣＴ建機、トランスポ

ンダー、サイドスキャンソナーな

ど）

③
出来形管理（電子黒板、ナローマ

ルチビームなど）

④
監督・検査（ＵＡＶレーザースキャ

ナー、サイドスキャンソナーなど）

⑤
点検（ＵＡＶレーザースキャナー

など）

⑥ その他

111
(84.1%)

85
(64.4%)

115
(87.1%)

23
(17.4%)

4
(3%)

4
(3%)

0 20 40 60 80 100 120 140

回答数=132

(複数回答可)

① 活用した実績はあ

る

132 (54.1%)

② 活用した実績はない

112 (45.9%)
回答数=244
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＜（１）で「① 活用した実績はある」「② 活用した実績はない」とお答えの方＞ 

（３）ＩＣＴの活用はどの行為において最も有効とお考えですか。以下の選

択肢から２つまでお選びください。 

ＩＣＴの活用が最も有効と考える行為として、「測量・検査などにおいて見えない

部分の可視化・計測」が 72.5％と最も多く、次いで「浚渫土量や捨石量などの出

来形の正確かつ容易な把握・計測」が 59.6％となっている。 

 

 

＜（１）で「① 活用した実績はある」「② 活用した実績はない」とお答えの方＞ 

（４）どのような措置があればＩＣＴを導入しますか。以下の選択肢から２

つまでお選びください。 

ＩＣＴの導入に資する措置として、「ＩＣＴ活用にかかる経費（共通仮設費や損料

など）計上の拡充」が 87％と最も多く、次いで「ＩＣＴ測量機器や建設機材など

を借りやすくするリース環境の充実」が 35.6％となっている。 

 

 

  

①
測量・検査などにおいて見えない

部分の可視化・計測

②
作業船などの正確な位置（回航・

ブロック据付など）の把握・制御

③
浚渫土量や捨石量などの出来形の

正確かつ容易な把握・計測

④
点検写真などのデータ管理の効率

化

⑤ その他

174
(72.5%)

99
(41.3%)

143
(59.6%)

39
(16.3%)

2
(0.8%)

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

回答数=240

(複数回答可)

①
ＩＣＴ活用にかかる経費（共通仮

設費や損料など）計上の拡充

②
総合評価落札方式におけるＩＣＴ

活用の加点措置

③
ＩＣＴ活用にかかる講習会の開催や

アドバイザーなどサポート体制の充

実

④
ＩＣＴ測量機器や建設機材などの

種類の拡大・性能の高度化

⑤
ＩＣＴ測量機器や建設機材などを

借りやすくするリース環境の充実

⑥ その他

208
(87%)

74
(31%)

40
(16.7%)

38
(15.9%)

85
(35.6%)

4
(1.7%)

0 50 100 150 200 250

回答数=239

(複数回答可)
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４．入札・契約について 

（１）入札契約に関して最も改善が必要だと思う課題は何ですか。以下の選

択肢から２つまでお選びください。 

最も改善が必要な課題として、「実態に応じた適正な積算及び変更（小規模工事、

回航費、供用係数など）」が 63％と最も多く、次いで「実態に合った単価・歩掛

の採用（労務費、資材単価など）」が 48.1％となっている。 

 

 

（２）設計積算と施工実態との乖離問題など（（１）③、④）で特に深刻だ

と感じているテーマは何ですか。以下の選択肢から３つまでお選びくださ

い。 

設計積算と施工実態との乖離問題などで特に深刻だと感じているテーマとして、

「小規模工事（1日の施工量に満たない工事）の積算が実態に合わない」が

74.2％と最も多く、次いで「重機や作業船などの拘束費が認めてもらえない」が

57.2％、「実態に即した回航費が認めてもらえない」が 36.4％となっている。 

 
 

  

① 設計書と現場条件の不一致の是正

②
適正な工期の設定、施工時期の平

準化

③
実態に応じた適正な積算及び変更

（小規模工事、回航費、供用係数な

ど）

④
実態に合った単価・歩掛の採用

（労務費、資材単価など）

⑤
受注者の責によらない場合の適切な

契約変更（工期延長や増加経費の負

担など）

⑥ その他

81
(33.3%)

78
(32.1%)

153
(63%)

117
(48.1%)

43
(17.7%)

1
(0.4%)

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

回答数=243

(複数回答可)

①
 小規模工事（１日の施工量に満たな

い工事）の積算が実態に合わない

②
実態に即した回航費が認めてもら

えない

③
実態に即した避難回航費が認めて

もらえない

④
重機や作業船などの拘束費が認め

てもらえない

⑤ 供用係数が実態に合っていない

⑥
石材など資材の単価が合っていな

い

⑦ その他

175
(74.2%)

86
(36.4%)

63
(26.7%)

135
(57.2%)

63
(26.7%)

53
(22.5%)

8
(3.4%)

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

回答数=236

(複数回答可)
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５．担い手確保について 

（１）あなたの会社（支店・営業所）における担い手（技術者・技能労働

者）の確保状況について、以下の選択肢からお選びください。 

担い手の確保状況について、「不足している」が 59％と最も多く、次いで「最低

限は確保できているが今後が心配」が 38.5％となっている。一方、「十分確保で

きている」は 2.5％となっている。 

 

 

【参考】漁港建設業の担い手確保・育成に関するアンケート調査（経営者・管理者） 

（令和４年度調査） 

御社における担い手（技術者・技能労働者）の確保状況について、1 つ選択してください 

 

 

  

① 十分確保でき

ている

6 (2.5%)

② 最低限は確保できて

いるが今後が心配

94 (38.5%)

③ 不足している

144 (59%)

回答数=244
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＜（１）で「② 最低限確保できているが今後が心配」「③ 不足している」とお答えの方＞ 

（２）あなたの会社（支店・営業所）において、担い手（技術者・技能労働

者）が現在不足している、あるいは、今後が心配な理由をどのようにお考え

ですか。以下の選択肢から５つまでお選びください。 

担い手が現在不足しているあるいは今後が心配な理由として、「建設業の業

務内容や魅力（やりがいなど）が理解されていない」が 77.2％と最も多

く、次いで「３Ｋ（危険、きつい、汚い）など悪いイメージが強い」が

60.3％、「計画的な休日確保ができない、残業が多い」が 46.4％、「ＰＣを

利用する職種など他に比べて若者の関心・魅力が低い」が 45.6％となって

いる。 

 
 

  

①
建設業の業務内容や魅力（やりが

いなど）が理解されていない

②
ＰＣを利用する職種など他に比べ

て若者の関心・魅力が低い

③
安定した将来が見通せない、示せ

ない

④ 労働に見合う賃金が得られない

⑤
計画的な休日確保ができない、残

業が多い

⑥ 現場作業がきつい、危険である

⑦
作業現場の移動機会（転勤）が多

い

⑧ 福利厚生が十分でない

⑨ 資格取得への支援が十分でない

⑩
３Ｋ（危険・きつい・汚い）など

悪いイメージが強い

⑪
建設業に対する周りの人（親・家

族・学校の先生など）の理解が足り

ない

⑫
就職情報に接する機会が少ない、

不足している

⑬ その他

183
(77.2%)

108
(45.6%)

104
(43.9%)

97
(40.9%)

110
(46.4%)

95
(40.1%)

55
(23.2%)

12
(5.1%)

9
(3.8%)

143
(60.3%)

73
(30.8%)

36
(15.2%)

9
(3.8%)

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

回答数=237

(複数回答可)
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【参考】漁港建設業の担い手確保・育成に関するアンケート調査（経営者・管理者） 

（令和４年度調査） 

担い手（技術者・技能労働者）が現在不足している、あるいはこれか

ら不足する理由をどのようにお考えですか（複数回答可） 
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６．藻場・干潟の再生など海辺の環境保全活動について 

（１）あなたの会社（支店・営業所）における藻場・干潟保全の取組みにつ

いて、以下の選択肢からお選びください。 

藻場・干潟保全の取り組みについて、「今後取り組みたいと考えている（検討中含

む）」が 47.5％と最も多く、次いで「特に関心はない」が 32％、「既に取り組んで

いる」が 20.5％となっている。 

 

 

＜（１）で「① 既に取り組んでいる」とお答えの方＞ 

（２）取り組んでいる活動内容について、以下の選択肢から当てはまるもの

全てお選びください。 

取り組んでいる活動内容として、「地域貢献活動（ボランティア）として活動」が

74％と最も多く、次いで「水産多面的機能発揮対策事業（水産庁補助事業）など

の活動組織として活動」が 22％となっている。 

 

 

  

①
水産多面的機能発揮対策事業（水産

庁補助事業）などの活動組織として

活動

②
地域貢献活動（ボランティア）と

して活動

③
カーボンオフセットクレジット（公

的機関の認証）などの一環として活

動

④ その他

11
(22%)

37
(74%)

7
(14%)

4
(8%)

0 5 10 15 20 25 30 35 40

回答数=50

(複数回答可)

① 既に取り組ん

でいる

50 (20.5%)

② 今後取り組みたいと考

えている（検討中含む）

116 (47.5%)

③ 特に関心はない

78 (32%)

回答数=244
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＜（１）で「② 今後取り組みたいと考えている（検討中含む）」とお答えの方＞ 

（３）今後、取り組んでみたい活動内容について、以下の選択肢から当ては

まるもの全てお選びください。 

今後取り組んでみたい活動内容として「地域貢献活動（ボランティア）として活動」

が 67.2％と最も多く、次いで「水産多面的機能発揮対策事業（水産庁補助事業）など

の活動組織として活動」が 35.3％となっている。 

 

 

  

①
水産多面的機能発揮対策事業（水産

庁補助事業）などの活動組織として

活動

②
地域貢献活動（ボランティア）と

して活動

③
カーボンオフセットクレジット（公

的機関の認証）などの一環として活

動

④ その他

41
(35.3%)

78
(67.2%)

35
(30.2%)

3
(2.6%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

回答数=116

(複数回答可)
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７．海業について 

（１）あなたの会社（支店・営業所）における、海業への取り組みについ

て、以下の選択肢からお選びください。 

海業への取り組みについて、「特に関心はない」が 75％と最も多く、次いで「今

後取り組みたいと考えている（検討中含む）」が 21.7％となっている。 

 

 

＜（１）で「① 既に取り組んでいる」とお答えの方＞ 

（２）既に取り組んでいる活動内容について、以下の選択肢から当てはまる

もの全てお選びください。 

取り組んでいる活動内容について、「養殖業（陸上、海面）」が 75％と最も多く、

次いで「水産加工業」が 37.5％となっている。 

 

 

  

①  漁業

② 養殖業（陸上、海面）

③ 水産物販売

④ 水産加工業

⑤ レストランなど飲食店管理運営

⑥ プレジャーボート管理運営

⑦ その他

1
(12.5%)

6
(75%)

1
(12.5%)

3
(37.5%)

1
(12.5%)

0
(0%)

0
(0%)

0 1 2 3 4 5 6 7

回答数=8

(複数回答可)

① 既に取り組

んでいる

8 (3.3%)
② 今後取り組みたいと考

えている（検討中含む）

53 (21.7%)

③ 特に関心はない

183 (75%)

回答数=244
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＜（１）で「① 既に取り組んでいる」とお答えの方＞ 

（３）海業への取り組みに際して、どのような団体と連携をしていますか、

以下の選択肢から当てはまるもの全てお選びください。 

海業への取り組みに際して連携している団体として、「漁業者または漁業協同組

合」が 100％と最も多く、次いで「地方公共団体」「養殖業者」「水産物販売業

者」が 42.9％となっている。 

 

 

＜（１）で「② 今後取り組みたいと考えている（検討中含む）」とお答えの方＞ 

（４）今後、取り組んでみたい活動内容について、以下の選択肢から３つま

でお選びください。 

今後取り組んでみたい活動内容として、「養殖業（陸上、海面）」が 64％と最も多

く、次いで「プレジャーボート管理運営」が 26％、「漁業」「レストランなど飲食

店管理運営」が 22％となっている。 

 

① 地方公共団体

② 漁業者または漁業協同組合

③ 養殖業者（②を除く）

④ 水産物販売業者

⑤ 水産物加工業者

⑥ 飲食業者

⑦
プレジャーボート販売、管理運営

会社

⑧ 連携していない

⑨ その他

3
(42.9%)

7
(100%)

3
(42.9%)

3
(42.9%)

0
(0%)

2
(28.6%)

0
(0%)

0
(0%)

0
(0%)

0 1 2 3 4 5 6 7 8

回答数=7

(複数回答可)

①  漁業

② 養殖業（陸上、海面）

③ 水産物販売

④ 水産加工業

⑤ レストランなど飲食店管理運営

⑥ プレジャーボート管理運営

⑦ その他

11
(22%)

32
(64%)

9
(18%)

7
(14%)

11
(22%)

13
(26%)

4
(8%)

0 5 10 15 20 25 30 35

回答数=50

(複数回答可)
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＜（１）で「② 今後取り組みたいと考えている（検討中含む）」とお答えの方＞ 

（５）海業に取り組む際に困難（心配または改善してほしい）と考えること

について、以下の選択肢から３つまでお選びください。 

海業に取り組む際に困難と考えることとして、「人材・人手不足」が 69.2％と最

も多く、次いで「取り組みたい分野の技術や経営ノウハウがない」が 65.4％、

「資金調達が難しい」が 46.2％となっている。 

 

 

  

① 漁業者の理解が得られない

② 地域住民の理解が得られない

③
地域における同業他社の理解が得

られにくい

④
取り組みたい分野の技術や経営ノ

ウハウがない

⑤ 資金調達が難しい

⑥ 人材・人手不足

⑦ その他

17
(32.7%)

4
(7.7%)

10
(19.2%)

34
(65.4%)

24
(46.2%)

36
(69.2%)

1
(1.9%)

0 5 10 15 20 25 30 35 40

回答数=52

(複数回答可)
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８．技術開発・導入について 

（１）あなたの会社（支店・営業所）において、技術の開発・導入に関して

最も関心のある課題は何ですか。以下の選択肢から３つまでお選びくださ

い。 

技術の開発・導入に関して最も関心のある課題として、「生産性の向上のためのＩ

ＣＴ導入（測量から出来形管理・検査まで）」が 72％と最も多く、次いで「効率

的な国土強靭化対策技術（維持補修技術含む）」が 58.9％、「プレキャスト化にか

かる技術」が 36％となっている。 

 

①
効率的な国土強靭化対策技術（維持

補修技術含む）

②
ブルーカーボンとして期待される

藻場の保全・創造技術

③
海域の生産力向上にかかる漁場整

備技術（②を除く）

④
生産性の向上のためのＩＣＴ導入

（測量から出来形管理・検査まで）

⑤ プレキャスト化にかかる技術

⑥
実態に即した回航証明や供用係数算

定など適正な設計積算を支援する技

術

⑦ その他

139
(58.9%)

37
(15.7%)

72
(30.5%)

170
(72%)

85
(36%)

68
(28.8%)

0
(0%)

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

回答数=236

(複数回答可)



  

資料 アンケート調査票 
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